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(趣旨) 

第一条 この規則は、東京都震災復興本部の設置に関する条例(平成十年東京都条例第七十七号。以下「条

例」という。)の規定に基づき、東京都震災復興本部(以下「本部」という。)に関し必要な事項を定め

るものとする。 

 

(副本部長) 

第二条 条例第二条第四項の規定により副本部長に充てるものとして本部長が指名する東京都の職員

は、副知事とする。 

2 条例第二条第五項の規定により副本部長が本部長の職務を代理する場合の順序は、東京都知事の職

務代理順序を定める規則の例による。 

 

(本部員) 

第三条 条例第二条第四項の規定により本部員に充てるものとして本部長が指名する東京都の職員は、

東京都組織規程(昭和二十七年東京都規則第百六十四号。以下「組織規程」という。)に定める本庁の

局、青少年・治安対策本部及び病院経営本部(以下「組織規程上の局」という。)の長、東京都公営企
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業組織条例(昭和二十七年東京都条例第八十一号)に定める局の管理者、消防総監、教育長並びに危機

管理監とする。 

2 本部長は、必要があると認めるときは、前項に規定する者以外の者を本部員として指名することが

できる。 

 

(復興本部会議) 

第四条 震災復興に係る重要事項を審議するため、本部に復興本部会議(以下「本部会議」という。)を

置く。 

2 本部会議は、本部長、副本部長及び本部員をもって構成する。 

3 本部会議は、本部長が招集し、主宰する。 

 

(本部員の職責) 

第五条 本部員は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 本部長の命を受け、又は本部会議の決定に従い、震災復興に係る事務事業の企画立案を行うこと。 

二 本部長の命を受け、又は本部会議の決定に従い、震災復興に係る事務事業を実施すること。 

三 震災復興に関して担任する事務事業の執行状況について本部長又は本部会議に報告すること。 

四 その他本部長の特命に関すること。 

2 前項各号に掲げる事務を実施するに当たり、本部員は、組織規程その他の規程に定める職務権限に

基づいて所属職員を指揮監督する。 

 

(局) 

第六条 条例第三条第一項の規定により本部に置く局(以下「局」という。)は、組織規程上の局及び東

京消防庁(以下「組織規程上の局等」という。)が震災復興に係る事務事業を実施するに当たり、その

企画調整等を行うものとし、その名称及び分掌事務は、別表のとおりとする。 

2 条例第三条第二項の規定により本部長が指名する局長(以下「局長」という。)は、別表に掲げる局に

対応する組織規程上の局等の長である本部員をもって充てる。 

3 局に分課を置き、その名称及び分掌事務については、知事が別に定める。 

4 局長は、前項に規定する分課に係を置くことができる。 

5 局に担当部長を置くことができる。 

6 局の部に担当課長を置くことができる。 

7 前二項に定めるもののほか、局に置く職及び局の職員の職責については、組織規程その他の規程の

例による。 

8 局に属すべき本部の職員は、当該局に対応する組織規程上の局等の職員のうちから局長が指名する。 

9 前各項に定めるもののほか、局の編成に関して必要な事項は、局長が定める。 

 

(復興総局) 

第七条 条例第四条第一項の規定により置く復興総局に、連絡調整室及び復興調整室(以下「復興総局の

室」と総称する。)を置き、その分掌事務は、次のとおりとする。 

室 分掌事務 



連絡調整室 一 震災復興事業に関する重要な方針及び計画に係る

国、他の地方公共団体等との連絡調整に関すること。 

二 その他復興総局に係る庶務に関すること。 

復興調整室 一 震災復興事業に係る基本的な方針並びに事業、財

政、人事及び組織に関する計画の総合調整に関するこ

と。 

二 震災復興事業の推進に係る用地利用その他重要事

項の全庁的な調整に関すること。 

 

2 復興総局に置く職及び復興総局の職員の職責については、前条第五項から第七項までの規定を準用

する。この場合において、同条第五項中「局」とあるのは「復興総局」と、同条第六項中「局の部」

とあるのは「復興総局の室」と、同条第七項中「局」とあるのは「復興総局」と読み替えるものとす

る。 

3 条例第四条第二項の規定により復興総局に置く局長は、その所掌する事務に係る各局の事務を総括

する。 

4 復興総局に属すべき本部の職員は、組織規程上の局等の職員のうちから本部長が指名する。 

 

(委任) 

第八条 この規則の施行に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成一二年規則第三一四号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成一五年規則第八七号) 

この規則は、平成十五年四月一日から施行する。 

附 則(平成一六年規則第一三四号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成一六年規則第二四六号) 

この規則は、平成十六年八月一日から施行する。 

附 則(平成一七年規則第二〇五号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成一八年規則第六四号) 

この規則は、平成十八年四月一日から施行する。 

附 則(平成一九年規則第五三号) 

この規則は、平成十九年四月一日から施行する。 

附 則(平成二二年規則第一五一号) 

この規則は、平成二十二年七月十六日から施行する。 

附 則(平成二五年規則第一四八号) 



この規則は、平成二十六年一月一日から施行する。 

附 則(平成二六年規則第一一九号) 

この規則は、平成二十六年七月十六日から施行する。 

附 則(平成三〇年規則第四八号) 

この規則は、平成三十年四月一日から施行する。 

 

別表(第六条関係) 

 

局の名称 分掌事務 

政策企画局 一 本部会議の運営に関すること。 

二 震災復興基本方針の策定に関すること。 

三 震災復興計画の策定に関すること。 

四 震災復興事業の総合調整に関すること。 

五 震災復興に係る企画調査に関すること。 

六 大使館等との情報連絡及び調整に関すること。 

七 震災復興に係る報道機関との連絡及び放送要請に

関すること。 

青少年・治安対策本部 一 震災復興に係る青少年の健全な育成及び治安対策

に関すること。 

総務局 一 震災復興事業に係る人事計画に関すること。 

二 区市町村における震災復興事業の調整に関するこ

と。 

三 震災復興事業に係る職員派遣に関する他団体との

調整に関すること。 

四 被害情報等の収集及び連絡調整に関すること。 

五 前各号に掲げるもののほか、他の局に属しないこ

と。 

財務局 一 震災復興事業に係る予算の総括に関すること。 

二 震災復興に係る財政計画に関すること。 

三 震災復興に係る用地調整に関すること。 

四 前三号に掲げるもののほか、震災復興に係る財務及

び議会に関すること。 

主税局 一 震災復興に係る税制の調査研究に関すること。 

二 都税の課税、減免等に係る家屋被害調査に関するこ

と。 

三 前二号に掲げるもののほか、震災復興に係る都税に

関すること。 

生活文化局 一 震災復興に係る広報広聴及び都民相談体制の整備



に関すること(他の局に属するものを除く。)。 

二 震災復興に係るボランティア活動等市民活動に関

すること。 

三 在住外国人等に対する震災復興に係る情報連絡等

に関すること。 

四 文化施設等の再開に関すること(他の局に属するも

のを除く。)。 

五 前各号に掲げるもののほか、震災復興に係る都民文

化、男女平等参画、私立学校、消費生活その他都民生

活に関すること。 

オリンピック・パラリンピック準備局 一 スポーツ施設の再開に関すること(他の局に属する

ものを除く。)。 

二 前号に掲げるもののほか、震災復興に係るスポーツ

に関すること。 

都市整備局 一 都市復興計画の策定及び推進に関すること。 

二 住宅復興計画の策定及び推進に関すること。 

三 震災復興に係る再開発事業及び土地区画整理事業

の事業計画及び実施に関すること。 

四 震災復興に係る再開発事業、土地区画整理事業等に

おける事業予定地の利用調整に関すること。 

五 前各号に掲げるもののほか、震災復興に係る都市計

画、住宅及び住環境整備その他の都市整備に関するこ

と。 

環境局 一 震災復興事業の遂行に係る環境対策に関すること。 

二 災害廃棄物の処理に係る連絡調整に関すること。 

福祉保健局 一 震災復興に係る地域医療体制及び地域福祉体制の

整備に関すること。 

二 医療機関及び社会福祉施設等の再建に関すること

(他の局に属するものを除く。)。 

三 震災復興に係る保健対策に関すること(他の局に属

するものを除く。)。 

四 震災復興に係る生活環境の整備に関すること。 

五 震災復興に係る生活支援対策に関すること(他の局

に属するものを除く。)。 

六 前各号に掲げるもののほか、震災復興に係る保健衛

生、医療、社会福祉及び社会保障に関すること(他の

局に属するものを除く。)。 

病院経営本部 一 所管する病院の機能回復に関すること。 



産業労働局 一 震災復興に係る中小企業施策に関すること。 

二 震災復興に係る観光施策に関すること。 

三 震災復興に係る農林漁業施策に関すること。 

四 震災復興に係る雇用就業施策に関すること。 

五 前各号に掲げるもののほか、震災復興に係る産業及

び雇用就業に関すること。 

建設局 一 震災復興に係る道路、河川及び公園事業の計画及び

実施に関すること。 

二 震災復興に係る公園、河川、事業予定地その他の

オープンスペースの利用調整に関すること(他の局に

属するものを除く。)。 

三 前二号に掲げるもののほか、震災復興に係る土木に

関すること。 

港湾局 一 港湾、空港及び漁港の復興に関すること。 

二 震災復興に係る港湾等の機能の確保に関すること。 

三 震災復興に係る海上公園及び埋立地の利用調整に

関すること。 

四 前三号に掲げるもののほか、震災復興に係る港湾に

関すること。 

会計管理局 一 震災復興事業に係る会計事務に関すること。 

東京消防庁 一 震災復興に係る火災その他の災害の予防、警戒及び

防御並びに救急に関すること。 

二 危険物施設等の機能回復に関すること。 

三 震災復興に係る消防についての都民相談体制の整

備に関すること。 

四 前三号に掲げるもののほか、震災復興に係る消防に

関すること。 

 

 


